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政
再
建
の
「
本
丸
」
は
社
会

保
障
改
革
だ
が
、
政
府
は

「
全
世
代
型
社
会
保
障
検
討

会
議
」
を
設
置
し
、
全
世
代
が
安
心
で

き
る
制
度
改
革
の
方
向
性
を
議
論
し
、

来
夏
ま
で
に
最
終
報
告
を
ま
と
め
る
方

針
だ
。
そ
の
際
、
政
府
が
改
革
議
論
の

参
考
に
位
置
付
け
る
の
は
、
２
０
１
８

年
５
月
公
表
の
「
２
０
４
０
年
を
見
据

え
た
社
会
保
障
の
将
来
見
通
し
（
議
論

の
素
材
）」
だ
が
、
こ
の
推
計
を
前
提

に
す
る
の
は
一
定
の
リ
ス
ク
を
伴
う
。

　
ま
ず
、
こ
の
政
府
の
見
通
し
で
は
、

高
成
長
と
低
成
長
の
２
ケ
ー
ス
で
社
会

保
障
給
付
費
を
推
計
し
て
い
る
。
こ
の

う
ち
低
成
長
の
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
ケ
ー
ス

で
は
18
年
度
で
１
２
１
・
３
兆
円
（
対

Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
21
・
５
％
）
の
社
会
保
障
給

付
費
が
、
25
年
度
で
約
１
４
０
・
０
兆

円
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
21
・
８
％
）、
40
年

度
で
約
１
９
０
・
０
兆
円
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ

比
24
・
０
％
）
と
な
る
推
計
だ
。
40
年

度
ま
で
に
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
２
・
５
％
㌽

（
＝
24
・
０
－
21
・
５
％
）
し
か
伸
び

ず
、
改
革
を
急
ぐ
必
要
は
な
い
と
の
声

も
あ
る
が
、
こ
の
見
解
は
甘
い
。

　
19
年
度
の
社
会
保
障
給
付
費
は
対
前

年
２
・
４
兆
円
増
の
１
２
３
・
７
兆
円

だ
。
ま
た
、
内
閣
府
の
「
中
長
期
の
経

済
財
政
に
関
す
る
試
算
」（
19
年
７
月

版
）
で
は
、
19
年
度
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
５
５

９
・
９
兆
円
な
の
で
、
19
年
度
の
社
会

保
障
給
付
費
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
）
は
22
・

１
％
（
＝
１
２
３
・
７
÷
５
５
９
・
９

兆
円
）
と
な
る
。
こ
れ
は
、
既
述
の
政

府
見
通
し
で
あ
る
25
年
度
の
予
測
値

（
21
・
８
％
）
を
既
に
上
回
っ
て
い
る
。

　
な
お
、
政
府
の
見
通
し
の
ベ
ー
ス
ラ

イ
ン
ケ
ー
ス
で
は
、
28
年
度
以
降
の
名

目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
を
１
・
３
％
と
見
込

む
が
、
１
９
９
５
年
度
か
ら
18
年
度
の

平
均
成
長
率
（
０
・
39
％
）
の
約
３
倍

も
あ
る
前
提
だ
。
筆
者
の
試
算
で
は
、

19
年
度
以
降
の
成
長
率
の
前
提
を
０
・

５
％
に
下
方
修
正
し
、
社
会
保
障
給
付

費
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
を
算
出
す
る
と
、
40

年
度
の
値
は
28
・
０
％
に
急
上
昇
す
る
。

　
消
費
税
の
引
き
上
げ
で
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比

約
０
・
５
％
の
税
収
増
と
な
る
た
め
、

給
付
費
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
）
が
18
年
度
か

ら
40
年
度
で
６
・
５
％
㌽
（
＝
28
・
０

－
21
・
５
％
）
も
増
加
す
る
と
、
現
在

の
財
政
赤
字
圧
縮
分
を
除
い
て
も
、
消

費
税
率
換
算
で
約
13
・
０
％
分
の
増
税

に
相
当
す
る
財
源
が
必
要
と
な
る
。

　

政
治
や
我
々
国
民
は
「
厳
し
い
現

実
」
を
直
視
し
、
引
き
続
き
改
革
を
進

め
る
覚
悟
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
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2019年度の社会保障給付費（対GDP比）
内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（2019年7月版）、厚生労働省

「社会保障の給付と負担の現状」（2019年度予算ベース）より算出

22.1%

財


